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社会科における民主主義と道徳教育をめぐってー

木村博

I はじめに

昭和22年(1947年)5月に発行された『学習指導要領社会科編1(試案)J (以下.r要領1J 
と略記する)は，重松鷹泰を委員長とし，上回薫，尾崎時四郎，塩田嵩の3名の委員からな

る文部省の小学校担当の社会科委員会が作成し.CIE教育課のハークネス(K.M. Hark-

ness)が助言と承認を与える形で作成されていった。 CIEの会議記録によれば，準備段階を

経て，これら 4名によって『要領IJの作成が実際に開始されたのは.1946年10月18日頃

のことである九彼らは，それからわずか2ヶ月余で『要領1Jを完成させることを求めら

れていた九『要領IJの作成にあたってテキストとされたのは.1943年版のヴァージニア

州のコース・オプ・スタディ剖(以下，ヴァージニア・プランと略記する)であった。尾崎

の回顧によれば「狭い一室に閉じこもったまま辞書を頼りにテキストを読み，討議が進め

られ，編集が行われ」るという「文字通り昼夜兼行Jの毎日の中で.r問題の抽出，それの
学年排列，学習活動例(activities)を日本的に組みかえる苦しみなど，無我夢中のうちに仕事

が進められたjということである九

このようにして刊行された『要領 1Jには，当初から「翻訳社会科jという批判が浴ぴ

せられた九それに対して，長坂端午は，ヴァージニア・プランを翻案しつつ『要領IJを

作成したことは否定できないし，両者の「形式，内容の上での類似点は少なくないjが，

『要領 1Jには「わが国に即した創意工夫の跡は歴然とみられる吋と述べ，重松も「占領

軍が…(中略)…社会科の実施を命令したとしても，その意図がそのまま，日本の社会科

の使命を決めたということはできない吋と反論している。しかし，長坂の言う「わが国に

即した創意工夫Jとは何だったのか，それは『要領IJのどこに，どのように施されたの

かを明らかにしようとした研究は，今日まで行われてきていない九そのため.r要領1J 
が翻訳社会科であったか否かに関する今日までの論議は，重松や長坂らの回顧を追認する

か円「翻訳社会科Jという批判に追従するかに終始し円 I要領IJの詳細な分析に基づい
ていないことから，水鋳論の応酬として展開されてきたのである。

そこで筆者は，本研究にあたって，社会科の定義・目標・教材・学習指導法・評価の方

法などについて説明された第一章，第二章の「総論」はいうまでもなく，各学年の目標，

各学年の問題(単元の主題).各単元の学習活動の例など，すべてにわたって『要領IJと

ヴァージニア・プランとの詳細な対比検討を行った。その結果.r要領IJには，いくつか
の注目すべき「わが国に即した創意工夫jが施され，そのことが『要領 1Jの社会科の性
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格に大きな影響を及ぼしていることが明らかになった。

以下，本稿では，筆者の検討によって明らかになった『要領IJの戦後日本的特質につ

いて，その一つである民主主義と道徳教育をめぐる諸問題を中心として論述することとし

たい。道徳教育を『要領IJにどのように位置づけるかは，ヴァージニア・プランをモデ

ルとしながら，日本の社会科を構想しようとする際の最大の課題であった。それは.r要領
IJの作成期限に追われて「ヴァージニア・プランの参考になる部分を活用するのは，や

むをえなかったjが，そのときに「日本の道徳教育，あるいは教育の芯をどこにすえるの

か」ということを.r短い期間だったけど」真剣に考えていたという重松の回顧川からも読
み取ることができる。尚.r要領1Jにおいて道徳教育が問題とされたのは主に低学年であ
るので，本稿は低学年を中心とした記述となる 12)。

11 .r要領1Jの第三章~第八章(各学年の記述)に示された戦後日本的特質
1 低学年の各単元の「学習活動の例jに示された日本的特質

本研究にあたって，筆者は，先に引用した尾崎の回顧にみられる[学習活動の例の日本

的なものへの組みかえjにまず着目した。ヴァージニア・プランの各単元の“Suggestive

pupil activities"を見本として.r要領IJの各単元の学習活動の例を構成する際に，どの
ような日本的な学習活動の例がつけ加えられたのかを明らかにしようと試みたのである。

その結果，次のような点が明らかになった。(詳しくは，別稿を参照されたり口))

『要領1Jには，低学年に14個の単元が例示され.366個の学習活動の例が示されてい

る。このうち11個の単元は，ヴァージニア・プランの単元を翻案して作成されており，学

習活動の例も208個がヴアージニア・プランからの翻訳であった。したがって，低学年で

は，各単元の学習活動の例の約4割が日本側で構想され，追加されたことになる。

低学年の各単元には，重松が回顧しているように川「しつけ」と「健康jの観点から多く

の学習活動の例が追加されていた。例えば.r自分のことは自分でするJr父母・兄姉及び
教師の言いつけに従うJr行儀をよくするJr幼い者をいたわるJ(以上，第 1学年単元
1). r物をうまく使うJ(第1学年単元III).r集まりのときの作法について話しあい，また
これを観察するJ(第1学年単元VI).r他の人の手助けをするJ(第2学年単元1)等は「し
つけJの観点、から.r好きな食物，きらいな食物をあげ，なぜ好きか，なぜ嫌いかを話しあ
うJr食事の時間と間食の時間及び量をきめるJ(第1学年単元II).r安全な衣服やはき物
を選ぶJ(第2学年単元II)等は「健康」の観点から日本側でつけ加えられた学習活動の例

である。その中には「お祭りや年中行事を楽しむJ(第2学年単元刊)のような日本の生活

文化に関わる学習活動の例も含まれていた。しかし，そのような例外的なものを除げば，

日本側で追加された学習活動の例の大半は「しつけ」と「健康J.すなわち重松の言う「衣

食住についての基本的なしつげ」の観点、からのものであった。

次に.r衣食住についての基本的なしつけJの観点から『要領IJにつけ加えられた学習
活動の例が，どこから導かれたのかについて検討した。この考察に当たっては.rr要領リ
の作成に携わる前に，日本の子どもたちに元気を与えるような修身の教科書を作ろうと，
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『公民科の指導書jを研究しながら考えていた同」という趣旨の重松の回顧が手がかりと

なった。その結果，これらの学習活動の例の多くが『国民学校公民教師用書J(以下， r用
書jと略記する)の「生活指導事項Jから導かれたものであることが明らかになった。ま

た，国民科修身の教科書である『ヨイコドモJ(上)に示された儒教道徳的な徳目が，天皇

や国家への忠孝を直接的に説いた徳目を除いて，間接的に『要領 IJの学習活動の例に継

承されていることも明らかになった。本稿にいくつか例示した学習活動の例からも読み取

ることができるように，重松の言う「衣食住についての基本的なしつけJは，戦前の修身

教育からの系譜を引く儒教道徳的な生活指導観に根ざしたものだったのである。

2 各学年の目標jに示された日本的特質

f要領IJとヴァージニア・プランの「各学年の目標jを対比検討すると， r要領 IJの
「各学年の目標jの最後の一つは日本側でつげ加えられたものであり，他はヴァージニア・

プランの翻訳であることがわかる問。ここに日本側でつげ加えられた目標のみを列記する

と， rすべての生きものは，親のおかげを受けていること(1年)，親は常に子供のことを
考えながら働いていること(2年)……Jとなり，全学年で親や祖先に対する感謝の気持

ちを育成することが強調されている。これら日本側でつけ加えられた『要領 IJの「各学

年の目標」との関連で注目されるのが， rわが国において， r恩』という考え方として浸透
してきたものは，個人の独立という視点に立って転換すれば，相互依存の関係を把握して

いく素地となる口リと， r要領IJの作成の際に考えていたという重松の回顧である。相互
依存関係の理解は，ヴァージニア・プランの理解目標の第一に掲げられた目標である1九重

松ら文部省の社会科委員会は，アメリカ流の相互依存関係の理解を， r恩」という戦前から
の儒教道徳的な倫理観に基づいて解釈していたのである 2九

III ハークネスの助言による『要領IJの修正

戦前の修身教育やI用書jで展開されていた儒教道徳的な生活指導観や倫理観が， r要領
I Jになぜ継承されたのだろうか。重松ら文部省の社会科委員会が，その必要性を認めて

いたためであることは，これまでの考察により疑い得ない。しかし， r要領IJの作成は，
CIE教育課のハークネスの助言と承認を経て進められており，重松ら文部省の社会科委員

会の考え方や意志が『要領IJにストレートに反映されるとは限らなかった。では，ハー

クネスは『要領IJの記述内容に関して，どのような考えをもっていたのだろうか。

CIE文書には，この点に関する注目すべき会議記録が二つ残されていた。一つは1946年

11月4日付のハークネスと重松・尾崎・塩田との会議記録である20)0 この日は二度にわたっ

て会議が開催され，第1学年の目標のリストと各単元の学習活動の例について検討が重ね

られている。そして，ハークネスは，霊松らが「見本として彼らに与えられたヴァージニ

ア州の学習指導要領の記述に忠実に従っていたjとして， r日本の生活に応じて若干の修正
をするように」と助言を与えている。このような助言が本当に行われたのかどうかについ

ては，重松の回顧にも「ハークネス氏は，…(中略)…そのコースオプスタディを学年順

に少しづっ渡してそれを日本的に組みかえることを要求した2llJとあるので，事実と考えて
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まちがいないであろう。また，同じメンパーで行われた11月21日付の会議記録には，ハー

クネスが，重松らに「計画しつつある内容と『公民教師用書jとの関連をチェックするよ

うに示唆した。そうすれば，一貫性が保たれるはずであるJと記されている2町。

これら二つのCIEの会議記録から，重松らがCIEに提出した『要領1Jの第1学年の原

案は，ヴァージニア・プランの記述に忠実に従ったものであったこと，そこでハークネス

から日本の生活に応じて修正するように，次いで「公民教師用書Jとの関連をチェックす

るようにと示唆されたので，重松らは， r用書』の「生活指導事項Jを参照しつつ，修身の
復活を想定して構想していた儒教道徳的な生活指導としての学習活動の例を大急ぎでつけ

加えたということが確認できる。『要領IJの第1学年の単元IとIII(及び第2学年の単元

I)において，学習活動の例の前半がヴァージニア・プランの引き写し，後半が日本側でつ

け加えられた儒教道徳的な内容になっていることも，このことを裏づけている。ここで重

要なことは，ハークネスのいう「日本の生活(Jananese Life)Jが，重松らによって，当時

の国民の社会生活の現実ではなく，伝統的な日本の生活規範と解釈されたことである。ハー

クネスの助言がなければ， r要領 1Jはまさにヴァージニア・プランの引き写しになってい
たのであり，助言が引金となって『要領 1Jには儒教道徳的な倫理観，生活指導観にもと

づく各学年の目標と各単元の学習活動の例がつけ加えられた。こうして『要領リは，翻

訳社会科から日本的な社会科へと，部分的にせよ変質していったのである。

IV r要領1Jにおける民主主義教育の論理
1 民主主義を学ぶ社会科教育と儒教道徳的な生活指導との矛盾

『要領 1Jの第一章「序論Jには， r今後の教育，特に社会科は，民主主義社会の建設に
ふさわしい社会人を育て上げようとするものであるから，教師iはわが国の伝統や国民生活

の特質をよくわきまえていると同時に，民主主義社会とはいかなるものであるかというこ

と，すなわち民主主義社会の基底に存する原理について十分な環解をもたなくてはならな

い剖jという一文がある。これは，民主主義社会の建設という社会科の目標を達成するため

には，教師が，わが国の伝統や国民生活の特質という現実の姿と，理想的な民主主義社会

の姿の双方を理解した上で，現実から理想へと子どもたちの学習を指導していくことが大

切であると述べたものと解釈することもできる。

しかし，これまでの考察で明らかなように， r要領IJの言う「わが国の伝統や国民生活
の特質」を尊重することとは，儒教道徳的な生活指導を行うことを主に意味していた。『要

領 1Jは，基本的人権の尊重を中心とする民主社会を建設していく態度を育成する教科叫，

そして，戦前からの非民主的な日本型協同社会に適応することのできる儒教道徳的な生活

態度を育成する教科という相矛盾するこつの教育理念を内包していたのである。前者が「民

主社会の存続と発展25)Jを基調とするヴァージニア・プランから導かれた理念，後者が国民

科修身や f用書』から導かれた理念であった。

これまで考察した『要領IJの作成過程のみを見る限りでは，見本としてハークネスか

ら提供されたヴァージニア・プランの民主的なカリキュラムに，儒教道徳的な生活指導と
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しての要素が加えられて『要領 1Jは成立している。しかし，公民教育刷新委員会答申か

ら『用書』を経て I要領1Jへと至る敗戦直後の社会科成立過程を見通した場合， r要領1J 
は，それまでの儒教道徳的な生活指導の理念を引きずりながらも，基本的人権の尊重を中

心とする民主主義の理念をわが国で初めて正面から打ち出したものであった。 I用書』では

「国際平和が重視されながら国体も強調され」ており， r基本的人権に関する知識は全くと
りあげられていなし四リことは，既に片上宗二らによって指摘されているところである。し

たがって，宮原誠ーらが述べているように， r要領 1Jをきっかけとして「私たちの国の学
校ではじめて人間性が日の目をみることができた27)Jと解釈し， r要領IJを民主主義教育
成立の観点から高く評価することもできるのである。

2 r要領1Jにおける修身教育批判の論理
『要領 1Jの作成関係者の回顧録を読むと， r新しい道徳Jr民主主義の道徳28)Jといった
概念が目にっしこれまでの考察により， r要領IJの道徳教育観は，とりたてて新しいも
のではないことは明らかである。確かに天皇を中心とする国家への忠孝は説かれていない

が，戦前の儒教道徳的な生活指導鋭は『用書』を経て継承されていた。そのことを，重松

ら『要領IJの作成に携わった当事者は十分承知していたにもかかわらず，どうして「民

主主義の道徳」之述べることがぞきたのだろうか。「民主主義の道徳Jと述べることによっ

て，儒教道徳的な生活指導観を『要領リに継承したことをカムフラージュしようとした

のだろうか。ここで考察しなければならないことは，既存の非民主的な日本型協同社会へ

の適応をねらいとする儒教道徳的な生活指導と，民主主義社会の建設という相矛盾するこ

つの原理を， r要領IJの作成担当者が民主主義に一元化した論理は何だったのかというこ
とである。この点については，上回誌が次のような注目すべき見解を示している。

「社会科においては，過去の修身科が目ざし，またとり扱ったような倫理教育の目標と

方法とをいかなる意味からも明確に斥けようとする。しかし，そのことは社会科が，社会

生活に欠くことのできない倫理性の培養を，断じてゆるがせにしようとしているのではな

い。…(中略)…あらかじめ倫理的な題目をかかげ，児童をこれにひきつけようとする態

度こそ，何よりもまず徹底的に打破されねばならない。社会科の方法は，客観的な題材を

追求することによって，そこからおのずからしみ出してくる倫理性を，みずからのものと

して児童に獲得させようとするのである。たとえば児童が人間の…(中略)…睡眠時間の

研究調査をしたとする。その場合には自分はもちろん，父母や家族たちの眠る時間をも当

然調査することになるであろう。その作業を通じて，はじめて児童は両親やそのほかの人々

の苦労を知り，自然に感謝の念を抱くことにもなってゆくのである 29)J 

ここに示されているのは，戦前の修身教育のように所定の徳目を教え込む教育方法は，

民主教育として否定されなければならないが，子どもたちが自主的に生活について考え，

しつげや生活指導につながる倫理性を自ずから獲得していくのであれば，それは民主的な

教育であるという考え方である。つまり，重松や上回ら『要領 1Jの作成担当者は，戦前

の修身教育が反民主的であったのは，超国家主義的な徳目，儒教道徳的な徳目そのものに
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原因があったのではなし徳目の注入という教育方法に問題があったのであり，内容はそ

のままでも学習方法を工夫すれば，民主的な教育は可能であると考えていたのである3%

このように考えた重松らは，ヴァージニア・プランの「問題法(ProblemMethod)31)Jに

着目し， r要領1Jの学習方法原理として採用する。「パージニアのプランを選んだもう一
つのわけは，プロプレムという考え方ですね。子供たちに自分たちで自分たちの問題にぶ

つからせる，これがやっぱり今後の教育の核心になるべきだという考えがあった3りという

重松の証言がこれを裏づげている。ヴァージニア・プランの問題法は，民主主義を教科の

統合原理とする『要領IJの板幹を形成する学習方法原理として導入された。こうして，

f要領IJの「序論jには， r従来のわが国の教育，特に修身や歴史，地理などの教授にお
いて見られた大きな欠点は，事実やまた事実と事実とのつながりなどを，正しくとらえよ

うとする青少年自身の考え方ゃあるいは考える力を尊重せず，他人の見解をそのままに受

けとらせようとしたことである。これはいま，十分に反省されなくてはならない。…(中

略)…自主的科学的な考え方を育てて行くことは，社会科の中で行われるいろいろな活動

についても工夫されていなければならないロリという見解が示されたのである。

3 方法教科としての社会科の成立

これは別稿で指摘したことであるが刊，ヴァージニア・プランでは「民主社会の存続と発

展jに寄与しうる態度・理解・能力の統一的育成がめざされていた。そこで，ヴァージニ

ア・プランには「民主社会の存続と発展Jという教育理念から抽出された態度目標・理解

目標・能力目標の詳細なリストが数頁にわたって掲載され，各単元ごとに示された学習活

動の例をいくつか組み合わせて教師が授業を構成しようとする際に，育成すべき態度・能

力や習得すべき理解を選び出すチェック・リストとして機能するように工夫されていた。

つまり，問題解決学習を通して，民主主義の理想と一致した態度・理解・能力を子どもた

ちが身につけていくことができるように工夫されていたのである。

『要領11では，ヴァージニア・プランから導かれた「民主社会の存続と発展Jという

教育理念を達成するために，学習方法原理として「問題法jがヴァージニア・プランから

導入されていた。しかし，態度目標・理解目標・能力目標のチェックリストは導入されな

かった。そのため， r要領IJに示された学習活動の例をいくつか選んで授業を構成しよう
とする場合，具体的にどのような態度・理解・能力の育成をめざしていけばよいのかを，

I要領 1Jから導き出すことはできない。個人が民主的な生活を営んでいくための理解と

能力を得ることによって，民主的な態度が育成されるという立場からすれば，民主主義の

学習として『要領 1Jはヴァージニア・プランよりも明らかに後退しているのである。

なせ・重松らは，態度・理解・能力の目標のリストを導入しなかったのだろうか。それは，

これまでの考察により， r民主社会の存続と発展」という教育理念と矛盾する学習活動の例
を，低学年の学習活動の例に無批判的に多数組み込んだためであると推論することができ

る。『要領 1Jに，ヴァージニア・プランと同様に態度・理解・能力の目標のリストを示し

た場合，儒教道徳的な生活指導としての学習活動の例に対応した目標のリストも示さざる
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を得なくなる3町。そうなれば，民主社会の存続と発展という理念から導かれた目標のリスト

じ既存の非民主的な日本型協同社会への適応という理念から導かれた目標のリストが並

立し，矛盾を露呈することになりかねない。ここで注目されるのが， r学習活動の例という
ものも，参考例に過ぎない36リという重松の見解である。『要領 1Jにおいて，民主主義を

学ぶ教科として社会科を位置づけるためには，学習活動の例を「参考例」という位置づけ

にまで格下げし， r問題法Jによる児童の主体的な学習活動(学習方法)のみを民主主義の教
育理念と結びつけざるを得なかった。『要領IJは民主的な理念と非民主的な理念とを内包

していたが故に，方法教科として社会科を成立させざるを得なかつたのである3刊7η}

V ハ一クネスの勧告に基づ<r総論」の執筆
後に，重松は「社会科はあくまで，われわれのものであるべきで，資料や形式などアメ

リカのものを借用するにせよ，本来は日本人自身のものであって，したがって学習指導要

領の総論の部分は，自分たちで書き上げることにした38)Jそこで「総論の目標と評価のとこ

ろは勝田氏，他の部分は私が，草案を書いて，たがいに検討し，また他の委員の人々の叱

正を受けることにした制」と述懐している。この回顧を読む限り， r要領IJの総論(第一
章，第二章)の執筆は，日本側の主体的な意志で進められたようである。

ところが， CIEの会議記録を紐解くと事情はずいぶん異なっている。 1946年11月12日付

の会議記録叫には，ハークネスが， r要領 1Jの「序論(Introduction)Jの内容を補充するた
めのアイデアをいくつか与えるために資料を用意し，重松・勝田にその説明をしたと記さ

れている。それに続げて会議記録は， r彼らは，彼らに与えられた資料の単なる引き写しで
はなく，自分自身の言葉で序論を執筆することを勧告されたJと結んでいる。 CIEの会議

記録では，ハークネスの勧告に基づいて，重松と勝田が I要領IJの序論(第一章)を執筆

したことになっているのである。

学習指導の基本原理，目標，教材(カリキュラム構成)，学習指導法，評価法などについ

て叙述された『要領IJの総論は，ヴァージニア・プランの理論を翻案して執筆されたも

のであることは，今日までの研究によって既に明らかにされている 41)。しかし，本稿でいく

つか引用したように， r要領 1Jの総論には，戦前の修身教育に対する批判や I用書jを前
提とした叙述が展開されていることも事実である。したがって，重松と勝田は， CIEの会

議記録にあるように，ヴァージニア・プランを単に翻訳するのではなしそれをベースと

して， CIE側から与えられた他の資料や日本の生活様式や教育の実情などを勘案しながら，

『要領 1Jの総論を執筆したと考えるのが妥当であろう。

さらに注目すべきことは， r要領1Jの総論を日本側で執筆するように勧告されたのが11
月12日であったということである。この日は，ハークネスが，第1学年の学習活動の例を

日本の生活に応じて修正するようにと重松らに助言した11月4日の8日後にあたる。『要領

1 Jの作成は，第三章から第八章までの各学年の部分が先行し，第一章から第二章の総論

の執筆はその後にまわっていたのである。その結果， CIEの会議記録によれば，各学年の

部分がすべて承認されたのが12月26日であるのに対して42h総論は12月23日にCIEに提出
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され叫，翌年の1月15日頃に英訳が完了することになっている州。

以上のことから，次のような推理が成り立つ。『要領 1Jの作成作業は，各学年の部分が

先行し，低学年の各単元には，ハークネスの助言や重松らの道徳教育観により，修身教科

書や『用書jから導かれた儒教道徳的な生活指導としての学習活動の例が多数繰り込まれ

た。そこで，重松と勝目は，総論の執筆にあたって，戦前の修身教育の内容(徳目そのもの)

の批判を展開することができず，修身教育の価値注入的な教育方法のみを批判せざるを得

なかった。つまり，重松と勝目は， r要領IJの総論の執筆にあたって，各学年(特に低学
年)の各単元の記述内容をふまえて，それと矛盾しないように，修身教育に対する批判や『用

書』を前提とした叙述を展開したのである。

VI おわりに

ハークネスから提示された三つの州のコース・オプ・スタディの中から， r要領1Jの見
本としてヴァージニア・プランを選んだ理由として，重松は「われわれ兵隊から帰って来

た人間の心情にぴったりするのが，ヴァージニアということだったんですね。…(中略)

…子どもの問題を見つけると，それを解決するようないろんな活動をやる，そしてのぞま

しい理解を成立させるというのでしょう 45リと述べている。軍隊生活の中で，軍国主義的な

価値の注入に嫌悪感を抱き，ヴァージニア・プランの「問題法」に注目して I要領1Jを

作成しようとした重松の心情をここから読み取ることができる。しかし，当時の多くの日

本人がそうであったように，重松ら『要領 IJの作成関係者も，戦前・戦中に培われた日

本的な価値観から抜け出すことはできなかった4九『要領 1Jの低学年の各単元に儒教道徳

的な生活指導観にもとづく学習活動の例が数多く導入された最大の理由をここに求めるこ

とができる。そのため『要領リは，ヴァージニア・プランの翻訳から，部分的にではあ

るが日本的な社会科へと変質し，その結果，民主主義の理念と「問題法Jという学習方法

原理とを直結させた方法教科として社会科を成立させることになったのである。

他方，別稿で指摘したように刊『要領 1Jには，戦後の経済生活への対応，政治秩序の回

復，国際協調の観点から，日本独自の単元が数多く盛り込まれていた。重松の言うように，

『要領IJは戦後日本の「現実的諸問題'8lJを反映させた側面も有していたのである。

以上の考察により， r要領IJは敗戦直後のアメリカ占領下の日本社会と日本人の価値観
や倫理観を反映した社会科学習指導要領であったと結論することができる。様々な矛盾や

問題点を抱えつつ，わが国における社会科の原型はここに成立したのである。
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